
R元.11.21　令和元年度第１回沖縄県国民健康保険運営協議会 沖縄県保健医療部　国民健康保険課

（単位：億円）

平成30年度沖縄県国民健康保険事業特別会計　決算概要説明資料 ＜平成30年度決算（未確定値）＞

※　国保改革前と後が分かるよう市町村分も含め決算状況を図示した。

※　平成30年度決算は精査中であり、未確定値である（年度末に公表予定）。

報告のポイント

⑴

⑵

⑶

国庫返還のため

支払基金等（後期広域等） 令和元年度に

基金取崩し（予定）

＜平成29年度決算＞

331

前期交付金等 県繰入金130 （普通交付金） 1,137

200 特交 94 29 （残高）

保険給付に係る費用は

県が全額、市町村に支払う

取崩し額を

支払基金等（後期広域等） 令和３年度以降の

納付金に上乗せ

後期支援金等 保険給付費等交付金 その他

346 （普通交付金） 1,137 前年繰上充用 46

県支出金135 その他 その他 前年繰上充用 68 市町村繰入金

220 特交 94
171 その他

前期交付金等

注１）共同事業交付金・拠出金は、国保連合会を実施主体として行われてきた財政調整制度で、国保改革に伴い、H29年度で廃止された。

注２）「特交」とは、保険給付費等交付金のうち、特別交付金のことで、国特別調整交付金、保険者努力支援交付金、県２号繰入金分 等が含まれる。

後期支援金等

保険給付費等交付金

　国保改革に伴い、公費は県で受入れ、市町村からの納付金とあわせて、保険給

付に係る費用を、県が全額支払う仕組みとなった。

　県の収入不足分は、財政安定化基金から取崩し、取崩した翌々年度以降の納付

金に上乗せし、基金に戻す形となる。

　平成30年度決算に伴う基金取崩し額は約４億円と見込まれる。

収支差　+13

国庫　753

財政安定化基金

国保事業費納付金　497

収支差　▲５

共同事業交付金　616

（H29で廃止）

共同事業拠出金　616

（H29で廃止）

国保事業費納付金　497

被保険者 被保険者

国庫 761 保険給付費　1,126
市町村繰入金　262

保険給付費　1,162
保険料　289

保険料　290 収支差　▲８

県の国保特別会計

収入 1,580 支出 1,567

収入 1,794 支出 1,802

【参考】市町村の国保特別会計（合計）

支出 2,275収入 2,270

【公費の内訳】 1,083

国庫 753

県一般会計繰入金 130

前期交付金等 200

【令和元年度精算予定】

・H30国庫精算（返還） 29億

・市町村との精算（県へ返還） 12億

【実質的な収支】

13億＋12億－29億＝▲４億 ⇒基金取崩し

【公費の内訳】 1,329

国庫 761

県支出金 135

前期交付金等 171

市町村一般会計繰入金 262

うち法定内 169

うち法定外 93

繰上充用等を除く単年度収支 +43億

次年度国庫精算（返還） 27億

法定外繰入（赤字補てん） 84億

【実質的な収支】

43億－27億－84億＝▲68億

市町村一般会計繰入金 220

うち法定内 165

（うち保険基盤安定等 119）

うち法定外 55

資料２－２


